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不正競争防止法 2条 1項 2号における著名性

事実の概要

　Ｘは、日本国内外でデジタルアート作品の展示
等を行う株式会社である。Ｘは日本各地において
デジタルアート作品の展示を行っており、その際、
各展示の展示名や、展示施設内外に設けた案内、
広告等において、各展示の主体を表示するものと
して、「チームラボ株式会社」の商号並びに「チー
ムラボ」及び「teamLab」の各表示（以下、これ
らの商号・表示を総じて「Ｘ表示等」とする）を使
用している。
　Ｙは、令和元年 5月 20 日に設立された、予防
医学支援、労働者派遣事業法に基づく労働者派遣
事業等を業とする株式会社である。Ｙは商号とし
て「株式会社チーム・ラボ」を使用しているほか、
事業に使用するロゴとして「株式会社チーム・ラ
ボ」の文字列を含む表示を、ウェブサイトのタ
イトルとして「チームラボ」の表示を、ウェブ
サイトの URL やインスタグラムのアカウントに
「teamlab」の文字列を含む表示を使用している（以
下、これらの商号・表示を総じて「Ｙ表示等」とする）。
　Ｘは、ＹによるＹ表示等の使用が不正競争防止
法（以下、「不競法」ということがある）2条 1項 2
号の不正競争に該当するなどと主張して、差止め
及び損害賠償を請求した。

判決の要旨

　本判決はＸ表示等が不競法 2条 1 項 2 号の著
名な商品等表示に該当することを認めたが、Ｙは
Ｘ表示等が著名になる前からＹ表示等を不正の目

的でなく使用しているとして（同法19条1項5号）、
Ｘの請求を棄却した。以下では著名性を肯定した
部分のみ取り上げる。
　「不競法 2条 1項 2 号による著名な商品等表示
の保護は、……広義の混同すら生じない無関係な
分野にまで及ぶものである。この点にかんがみる
と、ある表示が著名な商品等表示に当たるという
ためには、当該表示に係る商品又は営業の需要
者又は取引者において、日本国内の広い地理的範
囲にわたり、当該表示がその出所を示すものとし
て広く認識されていることが必要であると解され
る。そして、商品等表示がこのような意味での著
名性を獲得するためには、取引や広告宣伝等を通
じて当該表示に接することにより、当該表示が出
所を示すものであるとの認識が幅広い需要者又は
取引者に定着していく必要があると解される。」
　「……ある商品等表示が著名であるか否かは、
日本国内における当該商品等表示に係る商品の販
売量又は営業の総量、当該商品等表示が使用され
た期間の長さ、需要者又は取引者が当該商品等表
示に接した際にそれが出所を示すものであるとの
認識の定着に寄与する程度などを総合考慮して判
断するのが相当である。」
　「Ｘ表示等が日本国内の広い地理的範囲にわ
たって、商品等表示として広く認識されるために
は、マスメディア等を通じた知名度の獲得によっ
て補われる必要があったといえる。そして、Ｘを
紹介する番組が多数テレビで放送されているもの
の、当該番組それぞれが有するＸ表示等の認識の
定着に寄与する程度は、Ｘの作品展示施設に来場
する需要者がＸ表示等を目にする場合と比較する
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と、相対的に小さいと考えられることなどから、
Ｘ表示等が需要者において商品等表示として日本
国内の広い地理的範囲にわたって広く認識される
に至るには、相当の時間を要したものといえる。」
　「そして、チームラボボーダレス及びチームラ
ボプラネッツが開館した平成 30 年 6 月ないし 7
月以降も、県庁所在地など都市を中心にＸ表示等
を用いた展示名による作品展示が行われているこ
と……、多くのテレビ番組で、Ｘの作品がＸ表示
等と共に多数紹介されており、特に令和 3年に
入って、ニュース番組、情報番組とは視聴者層が
異なると考えられる番組においても、チームラボ
ボーダレス及びチームラボプラネッツが数多く紹
介されていたこと……、その他Ｘの受賞歴等やＸ
ウェブサイトへのアクセス数……を考慮すると、
Ｘ表示等は、現時点において著名なＸの商品等表
示に当たると認められるものの、著名になった時
期は、早くともチームラボボーダレス及びチーム
ラボプラネッツが開館して約 3年が経過した令
和3年 7月頃であったと認めるのが相当である。」
　「Ｘは、多数のフォロワーを有する著名人によ
り、SNS において、Ｘの作品及び商品等表示への
言及がされていること等を、著名性獲得の根拠と
して考慮すべきであると主張する。」
　「確かに、近年の SNS が有する情報発信力の強
さは否定できないものの、フォロワーの多いアカ
ウントにおいて、Ｘの作品又はＸ表示等に言及す
る投稿がされたとしても、実際にＸの作品展示施
設に来場した者等に比し、全てのフォロワーがＸ
及びＸの作品についての認識及び関心を有してい
るのかは必ずしも明らかではなく、当該投稿を流
し読みするなどしてＸ表示等についての認識の定
着に寄与しない場合も少なくないと考えられるこ
とから、フォロワー数が多いからといって、当然
にＸ表示等について需要者に広く認識されている
とは認め難い。」
　「このほか、全てのフォロワーが日本国内に在
住する者であるとは限らないことも考慮すると、
Ｘが主張する事情を、Ｘ表示等の著名性の有無及
びその獲得時期の判断に当たって考慮することが
相当とはいえない。」

判例の解説

　一　はじめに

　１　不競法 2条 1項 2号の運用状況
　不競法 2条 1項 2号（以下、単に「2号」という）
は、同法の平成 5 年（1993 年）の全面改正にお
いて新設された規定であり、著名な商品等表示を、
出所の混同を要件とすることなく保護するための
ものである。この規定によって防止が見込まれて
いる、著名表示主体の被る不利益は、稀釈化（著
名表示から想起されるイメージが後発表示の登場によ
り薄められたり毀損されたりすること）である１）。
　同号が導入されてから長きにわたって、裁判所
は同号の運用に消極的であった。すなわち、同号
に基づく請求がなされる大抵の事件において、2
条 1項 1号（以下、単に「1号」という）の請求も
なされているので、裁判所はそちらの規定での解
決を志向し、その結果として同項 2号の著名性
要件等についてその趣旨や判断基準を明示する裁
判例はごくわずかにとどまっていた２）。
　しかしながら近年、問題となった行為が稀釈
化を生じさせるものとして、同項 2号の不正競
争の成立を肯定する判決３）が複数登場しており、
裁判所による同号の運用に変化がみられるように
なってきている。

　２　本判決の特徴
　本件においては、ＸとＹの業種がかけ離れてお
り、出所の混同が生ずるとは考え難いため、この
意味では本件は 2号の不正競争の成否が問題と
なるケースとして典型的なものといえる。他方で、
これまでに 2号の保護が認められてきたのは、極
めて認知度の高い表示であったところ４）、本件の
Ｘ表示等の認知度はそれには及ばないものであっ
たため、本件は著名性が否定されたとしてもおか
しくない事案であった。しかしながら本判決はＸ
表示等の著名性を認め、このような表示であって
も（他の要件を充足すれば）2号での保護が可能で
あることを示唆している。また、同号の著名性判
断にあたっては、判断基準を示した上で、詳細な
事実認定を行って同要件の充足を肯定している点
も注目される。
　以上のように、本判決は、結論は請求棄却であ
るものの、裁判所が 2号を積極的に運用しよう
とする姿勢を見て取れるものであり、研究上・実
務上重要な意義を有するものであるから、本稿に
おいて取り上げることとした。
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　二　著名性
　１　地理的範囲、需要者層
　2号の下では、出所の混同のおそれがない異業
種における商品等表示の使用であっても不正競争
となりうる。そのため、他者による標識選定の自
由を著しく制約するおそれがあることを踏まえ、
著名性要件については厳格に解すべきとされてお
り、本判決もこれと同様の基本姿勢を示している。
もっとも、具体的にどのように限定解釈するかに
ついては様々な立場がある。大別すると、全国的
又はそれに近いレベルでの周知性を求めるもの５）

と、そこまでの周知性は不要としつつ、表示の特
別顕著性６）等といった表示の認知度以外の、い
わば質的な要素を要求するものとがあり、比較的
有力なのは前者の立場である７）。
　本判決は、その一般論や当てはめの部分をみて
も表示の認知度のみを要求する立場のようであ
り、その点では前者の立場に近いが、著名性に求
められる地理的範囲については「広い地理的範囲」
と述べるのみで、全国的に周知であることまでは
明示的に求めていない。稀釈化防止が 2号の趣旨
なのであれば、Ｙの需要者がＸ表示等を知ること
で稀釈化が発生するのであるから、Ｙの営業地域
でＸ表示等が知られているのであれば稀釈化防止
の観点からは必要かつ十分であり、Ｙの営業地域
とは無関係な地域に居住する者がＸ表示を知って
いることを求める理由はない８）。Ｙの営業地域と
は無関係な地域での周知性までも求めることは、
（2号の効果の重大性に鑑みて）保護される表示の
範囲を絞るという観点からのみ正当化されること
となる。
　本判決の立場は、従来の有力説と同様に、稀釈
化が生じうる範囲より広い範囲の地理的範囲を求
めることで保護対象となる表示を絞る一方で、著
名性の地理的範囲を全国的ないしそれに近いレベ
ルの表示に明確に限定しないことで、柔軟な認定
を可能にすることを志向するものと思われる。
　同様のことは需要者層の問題についてもいえ
る。稀釈化防止のみが問題なのであれば、Ｙの需
要者層のみに知られていれば必要かつ十分である
が、本判決は「幅広い需要者層」に知られている
ことを求めることで、保護される表示の範囲を絞
りつつ、柔軟な認定を志向するものといえる９）。

　２　著名性獲得に要した期間

　本判決は、Ｘ表示等の著名性の獲得を結論とし
て認めたものの、それには相当な期間を要したと
している。著名性の獲得に要する期間に関しては、
「ある商品の表示が取引者又は需要者の間に浸透
し、混同の要件……を充足することなくして法的
保護を受け得る、著名の程度に到達するためには、
特段の事情が存する場合を除き、一定程度の時間
の経過を要すると解すべきである」との一般論を
述べる、東京地判平 20・12・26 判時 2032 号 11
頁［黒烏龍茶］がある。この判決は、原告の表示
が全国の消費者に広く認識されていることを認定
しつつ、上記の一般論の下で原告商品が発売され
てから短期間しか経過していないことから著名性
を否定している。このような一般論を採用した趣
旨は、上記の地理的範囲や需要者層についての考
え方と同様に、著名性が認められる表示の範囲に
絞りをかけるというものであると思われる 10）。
　本判決は、一般論としては前掲東京地判［黒烏
龍茶］のように原則的に一定程度の期間の使用を
求めるのではなく、需要者の認識の「定着」を求
めており、このことによって（も）保護される表
示の範囲に絞りをかけているものと考えられる。
そして、「当該商品等表示が使用された期間の長
さ」を「定着」の判断のための考慮要素として、
他の要素次第で期間の長さをどの程度重視するか
を変えられるようにすることで、前掲東京地判［黒
烏龍茶］の立場よりも柔軟な判断ができるように
しているのであろう。

　三　本判決の評価等
　１　著名性を肯定することの含意
　以上の通り、本判決は、著名性の判断にあたり、
「広い地理的範囲」、「幅広い需要者層」及び「認
識の定着」を求めることで、2号で保護される表
示の範囲に一定の絞りをかけつつ、これらの要素
のいずれかが弱い場合であっても他の要素が強い
場合には著名性を認めるというように、柔軟な判
断をできる枠組みを示したものといえる。本判決
が著名性を肯定するにあたり、「定着」に要する
期間を長く設けたのは、Ｘの展示会が都市部でな
いところも含めた日本全国で実施するという性質
のものではなく 11）、全需要者層にわたって知ら
れているほどのものでもないためであろう。
　この判断において本判決が問題としたのは、
もっぱら表示の認知度である。Ｘ表示等の独創性
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は決して高くはなく、このような表示を 2号の
下で保護して、混同の有無を問わずにＸの営業と
はかけ離れた業種での使用までもが 2号の下で
排除されることには疑問がある 12）。本判決はＹ
の先使用の抗弁（不競法 19 条 1 項 5号）を認めて
結論としては請求棄却としているが、先使用が認
められなかった場合にどのような結果となったか
は明らかでない。本判決のような著名性の判断手
法が今後も採用されるのであれば、類似性要件の
判断において、法で規制するに足りるほどの稀釈
化が生じているかを慎重に検討することが求めら
れる 13）。

　２　SNS における言及の扱い
　本判決は、SNS における有名アカウントによる
言及に関しては、著名性の判断にあたり考慮して
いない。その理由としては、①全てのフォロワー
がＸ及びＸの作品について（Ｘの作品展示施設の
来場者と同様の）認識及び関心を有しているのか
は必ずしも明らかではないこと、及び②全ての
フォロワーが日本国内に在住する者であるとは限
らないことを挙げているが、現に SNS における
言及を考慮する裁判例があることに鑑みても 14）、
この①②いずれについても SNS における言及を
一切考慮しない理由としては妥当でないように思
われる。
　①に関しては、有名アカウントのフォロワー数
をＸの作品展示施設の来場者と同列には扱えない
のはその通りである。しかし、どのような者が当
該アカウントをフォローする傾向があるのか等の
事情によっては、当該アカウントの言及によりＸ
に関心を持つ者が一定程度フォロワーに存在する
ことはありうるのであり、全てのフォロワーが関
心を有していることが明らかでないからといって
一切考慮の対象外とするのは不合理である。
　②に関しては、いかなるアカウントであっても、
フォロワーが全て日本国内在住者であることを証
明するのはおよそ不可能なのであるから、SNS に
おける言及は一切考慮しないと述べているに等し
い。日本語で発信しているアカウントのフォロ
ワーのほとんどは日本国内在住者であることがむ
しろ通常であろうから、そうでない者が一定程度
存在することを割り引いて考慮するという態度の
ほうが適切であったと思われる。
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